 令和５(2023)年度児童福祉施設（保育所）用
一般指導監査資料・調書
（施設運営管理・職員処遇・入所者支援）
	   市町名又は
　法人名
	

	   施設種別
	  　保育所　　　　　　 一時預かり事業（ 有 ・ 無 ）

	   施設名
	

	   施設所在地

	  〒


	   電話番号
	

	   ＦＡＸ番号
	

	   指導監査年月日
	  　 令和　　　年　　　月　　　日 （　　）


	施 設 出 席 者
	

	· 指導監査担当者

	


                                   　※ 欄は記入しないでください。
      　　　　　　「 摘　要 」欄の法令等略語 
法    　     ・・・・・・・・・・・・・・・・ 児童福祉法（昭22法164）
令 　        ・・・・・・・・・・・・・・・・ 児童福祉法施行令（昭23政令74）
規則　       ・・・・・・・・・・・・・・・・ 児童福祉法施行規則（昭23厚生省令11）
　　　設備運営基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平31栃木県条例17）第3条で引用する省令（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63））
　　　運営に関する基準・・・・・・・・・・・・・・・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平26各閣令39）
      保育所保育指針　・・・・・・・・・・・・・・・保育所保育指針（平29厚労省告示117）
      福祉法　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・社会福祉法（昭26法45） 
      労基法　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・労働基準法（昭22法49） 
      労基則　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・労働基準法施行規則（昭22厚生省令23） 
      労衛法　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・労働安全衛生法（昭47法57） 
      労衛令　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・労働安全衛生法施行令（昭47政令318） 
      労衛則　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・労働安全衛生規則（昭47労働省令32） 
      消防法　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・消防法（昭23法186）
      消防令　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・消防法施行令（昭36政令37） 
      消防則　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・消防法施行規則（昭36自治省令6）
育介休法　　・・・・・・・・・・・・・・・・・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平3法76）
      定款準則　　・・・・・・・・・・・・・・・・・国通知平12.12.1障890・社援2618・老794・児908「社会福祉法人の認可について」別紙2社会福祉法人定款準則
  　　254通知　　・・・・・・・・・・・・・・・・・ 国通知平27.9.3府子本第254号ほか「子ども・子育て支援法附則第6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」
      委託費の経理取扱通知・・・・・・・・・・・・・国通知平27.9.3府子本第255号ほか「子ども・子育て支援法附則第6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」の取扱いについて
      国通知H9.3.24衛食85・・・・・・・・・・・・・国通知H9.3.24衛食85「大規模食中毒対策等について」
      国通知H9.6.30衛食201 ・・・・・・・・・・・・国通知H9.6.30衛食201「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」
      国通知H9.6.30児企16  ・・・・・・・・・・・・国通知H9.6.30児企16「児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防について」
　　　　　　　                                                                          
	
	
	 記入要領
	

	
	 １  確認事項を読み、「左の結果」欄の該当する回答を○で囲んでください。併せて、確認事項の各記入欄にも記入してください。
     なお、該当のない事項については何も記入しないでください。“いない”を○で囲んだり、“該当なし”などの記入は不要です。
 ２　確認事項に対する回答結果については、Aは適正、Bは口頭指導、Cは文書指導となる。
 ３　確認事項は全部で134項目ありますが、公立保育所については、№53～87については記入不要です。
 ４  「○○のみ記入」などの標記のあるページで、かつ該当のないページは提出する必要はありません。
 ５　前年度に第三者評価機関の訪問調査が行われている場合は、四角（□）で囲んである項目（№13）の記入は不要です。
６ 確認事項の番号の○は、子ども・子育て支援法第14条等に基づき、市町が監査する項目と重複するものです。


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	第１施設運営全般の状況
（管理運営規程の　運営状況）
（組織及び事務分　担の状況）

	
１　設備運営基準第13条第2項に基づき運営規程等を作成しているか。
２ 認可定員の範囲内で児童を保育しているか。
2-1　運営規程に定める開所時間・開所日等の内容は保育所運営の実態と一致しているか。
３　運営規程は職員、保護者が閲覧等できるようにし、周知に努めているか。
４ 　諸規程の作成及び必要な改正をしているか。
 　　また、その都度、理事会の承認を得ているか。
  (諸規程の作成状況)
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない

	いない
いない
いない
いない

	・設備運営基準第13条第2項の規定に基づき設ける内容（次の事項を規定）
(1) 施設の目的及び運営の方針
(2) 提供する保育の内容
(3) 職員の職種、員数及び職務の内容
(4) 保育の提供を行う日及び時間並びにその提供を行わない日
(5) 保護者から受領する費用の種類、支払いを求める理由及びその額
(6) 乳児、満三歳未満の幼児及び満三歳以上の幼児の区分ごとの利用定員
(7) 保育所の利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当たっての留意事項
(8) 緊急時等における対応方法

(9) 非常災害対応

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項

(11) 保育所の運営に関する重要事項

●組織は施設運営の基本事項であり、業務の遂行や処遇内容の決定等に関して、施設長の関与が適切に行われ、組織全体としての統一的運営が十分なされていることが必要である。
	（関連法令）
・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準第20条
（公立・私立）
 ・各種規程
 ・理事会議事録
・事務分担表

	4-2
4-1
4-2
4-2
4-2
5-1
5-5
5-5


	
	
	法人・施設で作成している規程
	整備状況
	直近の変更（作成）日
	職 員 へ の 周 知 方 法
	 
	
	

	
	
	 経 理 規 程 （ 別 表 含 む ）
	有  ・  無
	　　　    　　年　　　 月　　　 日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（    　      　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 管 理 規 程 （ 運 営 規 程 ）
	  有  ・  無  
	　　　   　　 年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（    　      　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 就 業 規 則 （ 育児・介護休業含む  ）
	  有  ・  無  
	　　　   　　 年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（           　　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 給 与 規 程 （ 給 与 表 含 む ）
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（          　　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 賃 金 支 弁 職 員 雇 用 規 程
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（          　　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 旅 費 規 程
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（    　　      　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 防 災 規 程
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（    　      　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 役 員 報 酬 規 程
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（    　      　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	
	 人 事 考 課 規 程
	  有  ・  無  
	 　　　   　　年　　　 月　 　　日
	　配付 ・ 閲覧 ・ 会議 ・ 他（          　　　　　　　　  ）
	
	
	

	
	　
５　事務分担表等の事務分担を明確にした書類が作成されているか。
６　事務分掌や権限等が職員に周知されているか。

	い　る
い　る

	いない
いない

	
	●職員の分担事務を明確にすることは、適切に職務を遂行し、かつ責任の所在を明らかにする観点から必要である。

	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	



	７　職員会議は、月１回程度開催されているか。
８　各種会議（職員・処遇・給食）に施設長は出席しているか。
９　各種会議の記録は整備されているか。
10　苦情解決の体制が整備されているか。
  ・ 苦情解決責任者及び受付担当者が選任されているか。
　・ 第三者委員が設置されているか。
　・ 苦情受付書等の書類が整備されているか。
  苦情解決体制
	い　る
　　  い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
　　　
いない

	いない
いない
いない
いない
いない
いない
	・会議に参加出来ない職員に対しては、会議の内容を周知していれば可。
・福祉法第82条
・設備運営基準第14条の3第1項
  　児童福祉施設は、その行つた援助に関する入所している者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。
・国通知H12.6.7児発575　「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について」
　　第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。
（理事は除く）
＜苦情処理に関して以下の記録等が保存されているか＞
①苦情内容の記録の保存
②対応方針の協議記録の保存

③苦情申立人への回答及び再発防止策等の協議記録の保存
	・職員会議緑
・職員会議緑
・職員会議緑
・苦情受付記録
・苦情受付報告書
・苦情解決結果報告書
・苦情受付記録
・苦情受付報告書
・苦情解決結果報告書

	4-22
4-22
4-22
1-17
1-17
1-17


	
	
	区　　　　　分
	           　　　　  職　　氏　　名
	
	
	
	

	
	
	苦情解決責任者
	
	
	
	
	
	

	
	
	苦情受付担当者

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	第三者委員

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	11　苦情解決の仕組みは、施設内への掲示、パンフレット等の交付を行い、　保護者に対して周知されているか。
12　苦情は適切に処理されているか。
    ・前年度苦情受付件数　　　　　　　　［　　　　　　　　件］

	い　る
い　る
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（建物・設備の状　況）

	13　福祉サービスの質の向上のための措置はとられているか。
　・保育所第三者評価基準を活用した保育所の自己評価を行う等、質の向上　　のための取組みを実施しているか。
14  保育所の建物･設備は児童福祉施設設備運営基準を充足しているか。　 
　・ 乳児室及びほふく室の面積は、乳児又は満二歳に満たない幼児一人当たり3.3㎡以上確保されているか。
　・保育室又は遊戯室の面積は、満二歳以上の幼児一人当たり1.98㎡以上確保されているか。
　・乳児又は１歳児を入所させる保育所にあっては、
　　 乳児室又はほふく室、医務室、調理室及び便所を設けているか。
     乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えているか。 
　・ 満２歳以上児を入所させる保育所にあっては
     保育室又は遊戯室、屋外遊戯場、調理室及び便所を設けているか。   
     保育室又は遊戯室には保育に必要な用具を備えているか。
15　乳児の保育を行う保育所にあっては、沐浴室・調乳室など、乳児保育に　必要な設備を有しているか。

16　２階に保育室等を設置する保育所については次の基準を満たしている　　か。
  ・耐火構造又は準耐火構造であるか。
  ・常用、避難用の階段等をそれぞれ１つずつ設けているか。
  ・出入口又は通路に転落防止の設備が設けられているか。
16-2 ３階以上に保育室等を設置する施設については、設備運営基準第32条第8項の基準に適合するか。

17　施設内に危険な欠損、損傷箇所等はないか。
　・建物、構造物、設備等に老朽化・欠損等により危険箇所はないか。
　・危険箇所がある場合には、整備計画等の対応策は立てられているか。
　・不慮の事故を防止するための床面、通路階段等の整理に努め、安全な空　　間が確保されているか。
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
あ　る
い　る
い　る
い　る
な　い
い　る
い　る
	いない

	いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
な　い
いない
いない
いない
あ　る
いない
いない

	・設備運営基準第36条の2
・保育所保育指針第1章3(4)
・福祉法第78条第1項
    社会福祉事業の経営者は、自ら提供する福祉サービスの質の評価を行　うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービスを受ける利　用者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。
・設備運営基準第32条
●ベッド、医薬品等を備えており、医務室の機能を有する事務室は、医務室とみなして差し支えない。
・設備運営基準第32条第4号
・国通知H10.4.9児発305「保育所における乳児に係る保母の配置基準の見直し等について」
・設備運営基準第32条第8号
・設備運営基準第32条第8号
・設備運営基準第5条第5項
  　児童福祉施設の設備構造は、採光、換気等入所している者の保健衛生及びこれらの者に対する危害防止に十分な考慮を払って設られなければならない。

	・施設平面図
・施設設置認可関係書類
・施設平面図

	1-46
2-3
2-3
2-3
2-3
4-8



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（自動車の使用状　況）

	17-2　施設の出入り口（門、玄関など）を園児が自由に出入りできないよう施錠等をしているか。
18　保育所設置認可後の転用等はあるか。
  ・ 設置認可時の内容と異なる用途で使用している室又は設備はないか。
　・ 建物・設備の構造の変更等が行われた場合に県に届出がなされている
か。
19 保育室、便所、調理室等は清潔で、衛生管理、温度管理、換気、採光、照明は適切であるか。
　　
20　寝具、遊具等備品は清潔であるか。
21　暖房設備等の安全管理は十分であるか。(柵などが設けられているか。)
22　必要な医薬品が備えられているか。
　 (参考)
    (ｱ)薬品：消毒薬、外傷薬等
    (ｲ)包帯材料他：ガーゼ、脱脂綿、包帯等
    (ｳ)器具類：体温計、ピンセット、はさみ、冷却枕、副木、体重計、
身長計
    また、薬品は少なくとも６ヶ月に１回は点検し、必要があれば新品と交　換しているか。
［園児送迎用又は行事用自動車を所有している保育所のみ記入 №23～27-4］
23　自動車の使用目的は、児童処遇の向上が図れるものであるか。
24　自動車導入の経過（必要性、用途）及び購入費及び諸経費の支出は、委託費の要件を満たしているか。 
	い　る
な　い
い　る
あ　る
あ　る
あ　る
い　る
い　る
あ　る
い　る
	いない
あ　る
いない
いない

	な　い
な　い
な　い
いない
な　い
いない
	・規則第37条
●他の用途に転用されている場合は、認可時の現状に復するかまたは施設　設備を設置基準に適合するように整備した上で用途変更の手続きを行うこととなるので、こども政策課に相談すること。
・設備運営基準第5条第5項 
・設備運営基準第10条第1項
    児童福祉施設は、入所している者の使用する設備、食器等及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、衛生上必要な措置を講じなければならない。
・設備運営基準第10条第5項
●内用薬については、児童が医療機関を受診して処方されたものが原則　　であり、常用薬は置かない。
  保育所の処置は、あくまで医師の治療を受けるまでの処置である。
・国通知H8.6.28児保12「保育所入所手続き等に関する運用改善等につい  て」
・国通知H29.4.6府子本228「子ども･子育て支援法附則第6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」の運用等について（問19）
	・施設設置認可関係書類

	1-36
4-8
2-4
1-12
2-1
1-14
1-46
4-9


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	25　始業点検、安全運転の啓発、不良箇所の整備、運転者の体調の把握等の　安全運転管理は行われているか。
26　運転日誌等が整備され、車両は適切に管理されているか。
27　保険加入等事故対策は十分であるか。
27-2　園児の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合、園児の自動車への乗降車の際に、点呼等の方法により園児の所在を確認しているか。
27-3　通園用の自動車を運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の園児の見落としを防止する装置を備え、当該装置を用いて降車時の所在の確認をしているか。
27-4  園児の見落としを防止する装置を備えていない場合は、代替措置を実施しているか。
（令和6年3月31日までの経過措置）
	い　る
い　る
あ　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない

	な　い
いない
いない
いない

	・乗車定員が11人以上の自動車にあっては１台、その他の自動車にあっては５台以上の自動車を使用する場合、安全運転管理者が必要となる。
　（道路交通法第74条の3）
・道路交通法施行規則第9条の10第1項
・国通知「保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部におけ
るバス送迎に当たっての安全管理の徹底について」（再周知）R4.9.6 

　３府省事務連絡　
・設備運営基準第６条の４第１項
・設備運営基準第６条の４第２項
・国通知「児童福祉施設の設置及び運営に関する基準等の一部を改正する省令について」R4.12.28子発1228第１号局長通知外

	・運転日誌
・乗車園児名簿
・チェックシート

	4-8
4-8
4-8
1-36
1-36

1-36




	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（非常災害・危険
　防止の状況）

	【自家用自動車を園児送迎用として使用し、費用を徴収している保育所のみ　記入№28～29】
28　自家用自動車の有償運送の許可を得ているか。
29　費用の徴収は直接運送に係る費用（燃料費及び運行にかかる人件費）相　当額としているか。
30　防火管理者は、当該施設の管理的立場にある常勤職員が任命され、消防　署に届出が行われているか。（職員と入所児童の合計が３０人未満の場合　を除く）
31　防火管理者は有資格者であるか。
32  具体的な消防計画が作成（変更）され、所轄消防署へ届出されているか（職員と入所児童の合計が３０人未満の場合を除く）。

33  風水害、震災等の非常災害に対処するため、園児の安全の確保のための体制及び避難の方法等を定めた具体的な計画（危機管理マニュアル）を策定しているか。



	い　る
い　る
い　る
あ　る
い　る
い　る


	
	いない
いない
いない
な　い
いない
いない

	・道路運送法第78条第3号
・国通知H9.6.27児保14「保育所登所に係るバス等の有償運送の取扱いについて」
・消防法第8条　・消防令第1条の2　・消防則第4条
　防火管理者の責務
   (ｱ) 消防計画の作成
   (ｲ) 消防計画に基づく消火通報及び避難訓練の実施
   (ｳ) 消防用水又は消火活動上必要な設備点検及び整備
   (ｴ) 火気の使用又は取扱いに関する監督
   (ｵ) 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
   (ｶ) 収容人員の管理
   (ｷ) その他防火管理上必要な業務
・消防令第3条
・消防令第3条の2
・消防則第3条第1項

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第4条第1項
　　児童福祉施設は、震災、風水害、火災その他の非常災害に備えるため、周辺の地域の環境及び入所している者の特性等を踏まえ、入所している者の安全の確保のための体制及び避難の方法等を定めた具体的な計画を策定しなければならない。
	・防火管理者選任届出書
（控）
・防火管理者の資格証明
　書等
・消防計画書

	4-8

4-18

6-1
6-1
6-4
6-6


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	避難確保計画の作成等の状況
施設整備の基準適合状況

	33-2  消防計画等に基づく避難訓練及び消火訓練は毎月実施されているか。
　　また、その記録を整備し、評価や対策が検討されているか。
     前年度訓練実施状況
 　　　・避難訓練回数　　　　　　　　　　　　　　　（　　     　回）
 　　　・消火訓練回数　　　　　　　　　　　　　　　（　　　   　回）
 　　　・うち消防機関との協力のもとに実施した回数　（　　　   　回）
34　施設の所在地は以下のいずれに該当するか（いずれかに○）
・浸水想定区域（洪水浸水想定区域又は雨水出水浸水想定区域）
〔
   区域内　       区域外　   　  非該当 
〕

・土砂災害警戒区域
〔
   区域内  　     区域外     　　非該当 
〕

上記のいずれかの区域内に所在し、市町地域防災計画に要配慮者利用施設として位置付けられている市町地域防災計画に要配慮者利用施設として位置付けられていることが場合、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練等に関する計画(避難確保計画)を作成し市町長に報告しているか。
また、訓練を実施し、訓練結果を市町長に報告しているか。
・直近の訓練実施日〔　
　年　
月
　日　〕
35-1　消防法に基づく必要な消防用設備等が設置され、機能しているか。
 　 法定点検の結果、修理、修繕等が必要な場合は改善されているか、又は　今後の改善計画を作成しているか。
	い　る
い　る
い　る

い　る
い　る
い　る

	いない

	いない
いない

いない
いない
いない

	・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第4条第4項
・設備運営基準第6条第2項　
・国通知S48.4.13社施59「社会福祉施設における火災防止対策の強化について」
●消火訓練は、放水や消火器の使用を実際に行わなくても、消火器の位置の確認や、操作方法の確認訓練等を行うこと。
・水防法第15の３

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条の２
※R3.5.10水防法等の一部改正に伴い、訓練を実施した場合は、市町長に対して、訓練結果を報告することが義務化
・消防法第17条  
・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第4条第3項
・設備運営基準第6条第1項

	・消防訓練結果記録
・避難確保計画
・避難訓練結果記録
・連絡体制表
・施設の消火設備器具等
　の位置が記入された平
  面図
・消防用設備等点検結果
  報告書
(※)避難が容易であると認められるものに該当する場合は不要

	6-7
6-4
6-7
6-2


	
	
	
	設　　　　備
	設置義務
	設置の有無
	法定点検結果
	改善状況
	根　拠　等
	
	

	
	
	 消
 防
 用
 設
 備

	消火器具（消火器等）         
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第10条（のべ面積150㎡以上の防火対象物）
	
	

	
	
	
	屋内消火栓設備       　
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第11条（のべ面積700㎡以上の防火対象物）
	
	

	
	
	
	自動火災報知設備     　
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第21条（のべ面積300㎡以上の防火対象物）
	
	

	
	
	
	非常通報装置（消防機関に通報する設備）
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第23条（のべ面積500㎡以上の防火対象物）
	
	

	
	
	
	非常警報器具・設備（非常用放送装置等）
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第24条（収容人員20名以上50名未満）  
	
	

	
	
	
	避難器具（すべり台、救助袋等）  
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第25条（収容人員20名以上の防火対象物の２階）
	
	

	
	
	
	誘導灯・誘導標識             　
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第26条（※）
	
	

	
	
	カーテン・絨毯等の防炎機能      
	有・無
	有・無
	良・不良
	
	消防令第4条の3
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	35-2　№35-1の消防用設備等の法定点検結果を、年１回消防署長に報告しているか。
    また、自主点検を定期的に実施しているか。
 　・法定点検の実施状況（過去1年間）　          
　　（１）〔　　　　年　　　　月　　　　日〕
 　 （２）〔　　　　年　　　　月　　　　日〕
 　・消防署長への報告　〔　　　　年　　　　月　　　　日〕
   ・自主点検　　　　　〔　　　　　  カ月に　    　回〕
36　消防署の立入検査（前々年度以降）によって指摘された事項を改善し  
　ているか。（口頭指導も含む）
	い　る
い　る
い　る

	いない
	いない
いない

	・消防法第17条の3の3
・消防則第31条の6
　専門業者による点検は年２回以上実施し、その結果を１年に１回所管消
　防署に報告する（H16.5.31消防庁告示第9号）
・国通知S48.4.13社施59「社会福祉施設における火災防止対策の強化について」

	・消防用設備等の点検結　果報告書
・点検業務委託契約書
・立入検査結果通知書
・水質検査結果

	6-2
6-2
1-36
1-13


	
	
	  検査年月日
	              指　　摘　　事　　項                     
	                    改　　善　　状　　況
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	37　外部からの不審者の侵入等に備え、日中及び夜間における施設の管理・防犯体制、職員間の連絡体制を含めた緊急時の対応体制を構築するとともに、夜間における施錠などの防犯措置を徹底しているか。
38　自家水道（飲料井戸等）を使用する施設又は有効容量が10立方メートルを超える大きさの受水槽（簡易専用水道）を設置している施設において、１年以内ごとに１回、水質検査等を受けているか。
　　　　・自家水道等の有無　〔　有　・　無　〕
　　　　・受水槽の有無　　　〔　有　・　無　〕
　　　　・受水槽の有効容量　〔　　　　　㎥　〕
　　　　・直近の水質検査日　〔　　　　年　　　月　　　日〕

・検査機関　　　　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	い　る
い　る

	いない

	いない

	・水道法第3条第7項、第34条の2
・水道法施行規則第56条
・国通知62.1.29衛水12「飲料井戸等衛生対策要領の実施について」
・設備運営基準第10条第1項
※栃木県を検査区域とする指定検査機関（簡易専用水道の場合）

　令和５年4月１日現在（一例）
①(一社)群馬県薬剤師会　 　　 　前橋市西片貝町5-18-36
②(公財)栃木県保健衛生事業団　　宇都宮市下岡本町2145-13 

③平成理研(株)                　宇都宮市石井町2856-3
④(株)那須環境技術センター 　 　那須塩原市青木22-152
⑤(株)新環境分析センター 　　 　新潟市江南区祖父興野268-1
⑥(株)江東微生物研究所　　　　　江戸川区西小岩5-18-6
⑦日本理化サービス(株)　　　　　名古屋市千種区千種3-20-20

⑧(一社)埼玉県環境検査研究協会　さいたま市大宮区上小町1450-11

⑨(株)科学技術開発センター　　　長野市大字北長池字南長池境2058-3
　⑩ケイ・エス分析センター　　　　大阪府富田林市錦織南2-9-2
　⑪(株)日本分析　　　　　　　　　東京都板橋区志村1-15-14
　⑫(株)ＨＥＲ　　　　　東京都千代田区神田小川町3-2-2天心館ビル103
　⑬(一財)茨城県薬剤師会検査センター　水戸市笠原町978-47

⑭内藤環境管理(株)　　　　　　埼玉県さいたま市南区大字太田窪2051-2
  ⑮日東化学工業(株)　　  　　　北九州市小倉南区徳吉東4-9-1       　　　　　　　　   　
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	39　有効容量が10立方メートルを超える受水槽又は高架水槽を設置している施設において１年以内ごとに１回、水道法に基づく清掃を実施しているか。
　　　　・直近の受水槽清掃日〔　　　年　　月　　日〕

40　し尿浄化槽を使用する施設において、年１回の保守点検（※）及び清掃　を行っているか。 
41  し尿浄化槽を使用する施設において、指定検査機関が行う水質に関する定期検査（ＢＯＤ・透視度、残留塩素濃度等）を年1回受けているか。

　　　　・直近の水質検査日　〔　　　年　　月　　日〕
42　ボイラーを使用する施設において、定期的に自主検査を行っているか。
    また、ボイラーの性能に応じて、有資格者又はボイラー取扱技能講習 
  修了者が業務についているか。
43　自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督に係る業務（保安管理業務）を委託し必要な点検を行っているか。


	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない
いない
いない
いない

	いない

	・水道法第3条第7項、第34条の2
・水道法施行令第2条
・水道法施行規則第55条
・簡易専用水道の管理に係る検査の方法その他必要な事項（H15.7.23厚生労働省告示262）
・設備運営基準第10条第1項
・浄化槽法第10条第1項
 ※保守点検の回数は、浄化槽法施行規則第6条第2項により、処理方式及び　 浄化槽の種類毎に詳細に規定されている。
・浄化槽法第11条
※栃木県が指定している指定検査機関は(一社)栃木県浄化槽協会である。　なお、定期検査の手続きは保守点検業者に委託できる。
・労衛法第45条第1項・第2項                                        

 ボイラー及び圧力容器安全規則第23条
・電気事業法第39条、第42条、第43条                                ・電気事業法施行規則第52条第2項                                     ※他の者から600Ｖ以下の電圧で受電し、受電場所と同一構内で当該電気
　を使用するための電気工作物は一般用電気工作物 
※業務委託する場合は産業保安監督部長の承認が必要 
	・清掃実施結果
・保守点検結果
・水質検査結果
・保守点検結果
・保守点検結果

	4-8
4-8
4-8
4-8
4-8


	
	
	
	
	
	
	電気
工作
物

	一般用電気工作物（主に一般住宅、商店用）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	事業用電　気工作物
	電気事業の用に供する電気工作物（電力会社用）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	自家用電気工作物（高圧、特別電圧で受電する
電気設備など）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	事故防止の状況

	44  安全計画の策定等について
　　園児の安全の確保を図るため、設備の安全点検、園外での活動・取組等を含めた保育所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他保育所における安全に関する事項についての計画（安全計画）を策定しているか。
　　職員に対し、安全計画について周知するとともに、計画に基づく研修及び訓練を実施しているか。
保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しているか。

45　事故災害防止対策等の励行状況について。

　　「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドラインについて」を教職員に周知・徹底しているか。
特に午睡中、プール活動・水遊び中、食事中等の重大事故が発生しやすい場面毎の注意事項について周知・徹底しているか。
　　子どもの欠席連絡等の出欠状況に関する情報について、保護者への速やかな確認及び職員間における情報共有を徹底しているか。
　　登園時や散歩等の園外活動の前後等、場面の切り替わりにおける子どもの人数確認について、ダブルチェックの体制をとる等して徹底しているか。



	い る
い る
い る
い　る
い　る
い　る
い　る
	いない
いない

	いない
いない
いない
いない
いない

	・国通知 R4.12.15 事務連絡「保育所等における安全計画の策定に関する留意事項等について」
・設備運営基準第６条の３
・保育所保育指針
・「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」（H28.3）

・「保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部におけるバス送迎に当たっての安全管理の徹底について（再周知）」R4.9.6  ３府省事務連絡

・「保育所等の園外活動等における園児の見落とし等の発生防止に向けた取組の徹底について（通知）」R4.4.21　２府省事務連絡

	
	1-36
1-36
1-36

1-36

1-36

1-36


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	45-2　職員を園児の安全確保に関する研修に参加させているか。
45-3　園長等は職員を救急対応（心肺蘇生法等）の実技講習等に参加させているか。
45-4 事故発生時に適切な救命処置が可能となるよう、訓練を実施しているか。

45-5 プール活動や水遊びについて、予め監視可能な園児の人数を検討の上、監視の目が行き届くよう配慮した活動指導案を設定しているか。
45-6 プール活動や水遊びを行う場合は、監視体制の空白が生じないよう、専ら監視を行う者とプール指導等を行う者を分けて配置し、その役割分担を明確にしているか。
45-7 プール活動前に園児の健康状態をプールカード等により把握しているか
45-8 窒息の可能性のある玩具、小物等が不用意に保育環境下に置かれていないかなどについての、保育士等による保育室内及び園庭内の点検を、定期的に実施しているか。
45-9 園外保育を行う場合は、移動の方法や経路及び具体的な保育活動について事前に十分検討するなど、特に安全対策に配慮しているか。
45-10　登退所路等の危険箇所を把握し、保護者への安全指導等事故防止対策を行っているか。
46  危険箇所がないか、定期的に次の項目について点検し、記録を残してい
るか。
 　① 階段・ベランダ･窓・ベッド等からの転落防止
 　② ガラス・壁・床等の破損や段差等
 　③ 非常口・非常階段の管理状況
   ④ 家具・備品等の転倒、棚等からの落下防止
   ⑤ 暖房器具や湯沸器等の危険防止
   ⑥ 便所・手洗い場等の安全性
   ⑦ 扉や戸等の危険防止
   ⑧ 屋内外の遊具の安全性の確保
   ⑨ 砂場、プール等の安全性の確保

   ⑩ 屋外設備の安全性の確保
   ⑪ マンホール・排水溝・用水路等の危険防止
　 ⑫ その他児童の行動上危険なもの、障害になるものの排除

	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い る
いる

いる
いる
いる
いる
いる

いる

いる

いる
いる
いる

いる
	いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない

	いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
	・国通知H13.6.15雇児総402「児童福祉施設等における児童の安全の確保　について」
・国通知H20.8.29雇児総0829002・障障発0829001「児童福祉施設等に設置している遊具の安全確保について」　外
・「プールの安全標準指針」（平成19年3月文部科学省・国土交通省）

・那須塩原市プール事故検証委員会報告書(平成29年3月)
・保育所保育指針

	・安全点検簿
	1-34
1-34
1-36
1-36
1-36
1-36
1-36
1-36
2-1


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
(業務継続計画)

（人事管理の状況）

	47　保育所における事故発生の対応と事故防止策は適切か。
  ・保育所内で発生した事故は、「特定教育・保育施設における事故の報告等について」により速やかに報告しているか。
　・事故の教訓が、職員、保護者に周知され、その後の事故防止対策に活か  　　されているか。
  　（１）事故・事件等の内容（前年度及び本年度）                    
	い　る
い　る

	いない

	いない

	・「 特定教育・保育施設等における事故の報告等について」(H29.11. 10内閣府（府子本912号）他通知)

・保育所保育指針

	・事故記録
・事故報告
・出勤簿、タイムカード
・保育士登録証（保育士　資格証は不可）

	1-36
5-5
4-6
4-6
4-4
4-4


	
	              
	
	
	
	

	
	  　（２）(1)に係る処理対策の状況
	
	
	

	
	
	
	・国通知「児童福祉施設等における業務継続計画等について」R4.12.23 事務連絡
・設備運営基準第９条の３第１項、第２項
●施設長は専任が望ましいが、他業務、僧侶、団体役員等を兼務していても、施設長の業務を果たせるのであれば兼務でも差し支えない。
●公立保育所においても、専任の施設長を置くことが望ましいが、行政の課
長が保育所内に勤務しているなど、施設長を兼務していても施設長の業務を果たせるのであれば兼務でも差し支えない。
・児童福祉施設に入所している者の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実践について訓練を受けた者でなければならない。（設備運営基準第7条）
・規則第37条第4項、第6項
・設備運営基準第33条、第94条～第97条及び附則
・法第18条の23

	
	

	
	47-2 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定しているか。
　　職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しているか。

48　施設長が社会福祉施設以外の業務を兼務している場合、施設運営に支障　はないか。
   　　　（兼務の状況）
	いる
いる
な　い

	いない
いない

	あ　る

	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	49  保育所の設置者は、施設長を変更する場合にはあらかじめ知事に届出て　いるか。
50　職員数は配置基準数を充足しているか。
  (1) 保育士（保育士登録証を有する者）は設備運営基準の職員数を充足しているか。（職員配置の弾力運用をしている場合を除く。）
　(2) 職員数（保育士、調理員）は「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」の通知の施行についての配置基準を満たしているか。
	い　る
い　る
い　る

	
	いない
いない
いない

	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	【職員配置の弾力運用をしている場合】
(3) 早朝や夕方など利用児童数が少ない時間帯における保育士の複数配置を行う際に、知事が認める者を保育士として配置している場合は、設備運営基準第94条の要件を満たしているか。

(4) 設備運営基準第95条及び第96条の規定により、小学校教諭、幼稚園教諭、養護教諭及び知事が認める者を保育士として扱う場合は、同基準第97条の規定により、保育士を2/3以上配置しているか。
(5) 保育士を就業規程等に反して、他の業務、又は他の施設等に兼務させていないか。
	い　る
い　る

いない
	
	いない
いない

い　る
	(設備運営基準第94条（抜粋）)

・当分の間、設備運営基準第33条第２項ただし書の規定（保育所１につき保育士の数は２人を下ることができない）を適用しないことができる。この場合において、同項本文の規定により算定される保育士の数が一人となるときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者（子育て支援員研修（地域コース）修了者、常勤で１年間保育所等に勤務経験のある者）を置かなければならない。
(設備運営基準第95条（抜粋）)
・当分の間、第33条第２項本文に規定する保育士の数の算定については、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状(教育職員免許法(昭和24年法律第147号)第４条第２項に規定する普通免許状をいう。)を有する者を、保育士とみなすことができる。
(設備運営基準第96条（抜粋）)

・当分の間、１日につき８時間を超えて開所する保育所において、開所時間を通じて必要となる保育士の総数が当該保育所に係る利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を超えるときは、第33条第２項本文に規定する保育士の数の算定については、知事が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。
(設備運営基準第97条（抜粋）)
・前２条の規定を適用するときは、保育士(児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令附則第２項又は前２条の規定により保育士とみなされる者を除く。)を、第33条第２項本文の規定により算定される保育士の数の３分の２以上置かなければならない。

（設備運営基準附則第２項(抜粋)）

・改正後の第三十三条第二項に規定する保育士の数の算定については、当分の間、当該保育所に勤務する保健師、看護師又は准看護師（以下この項において「看護師等」という。）を、一人に限って、保育士とみなすことができる。
・設備運営基準第8条

・就業規程等
	
	4-4
4-4
4-5



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	　
51　設備運営基準上の定数の一部に短時間勤務の保育士を充てている場合、その取扱いは適正か。
  ・組やグループに常勤保育士が１名以上いるか。
  ・短時間勤務保育士の勤務時間の合計は常勤保育士の勤務時間を上回って　　 いるか。
52　1ヶ月以上の長期の病休者や産休・育休者がいる場合、代替職員が確保されているか。
   （長期休暇者の状況（前年度））                                   
	い　る
い る
い　る

	
	いない
いない
いない

	・国通知R5.4.21こ成保21「保育所等における常勤保育士及び短時間保育士の定義について」
●常勤以外の保育士の人数は、８時間勤務（常勤）に換算した人数を用いること。
●短時間勤務保育士の導入
    保育に従事する者は、子どもを長時間にわたって保育できる常勤の保　育士をもって確保することを基本とするが、保育所本来の事業の円滑な　運営を阻害せず、保育時間や保育児童数の変化に柔軟に対応すること等　により、入所児童に対する保育の質の確保が図られる場合で、以下の基準を満たす場合には、設備運営基準上の定数の一部に短時間勤務の保育士を充てても差し支えない。
　・導入にあたっての基準
 　①　常勤の保育士が各組や各グループに１名以上（乳児を含む各組や各グループにあって当該組・グループに係る設備運営基準上の保育士定数２名以上である場合は、２名以上）配置されていること。
　　　　※市町がやむを得ないと認める場合で利用を希望する子供を受け入
れるのに不足する常勤の保育士数の限りにおいて、１名の常勤の
保育士に代えて２名の短時間勤務の保育士を充てられる。
   ②　常勤の保育士に代え短時間勤務の保育士を充てる場合の勤務時間数
　　　が、常勤の保育士を充てる場合の勤務時間数を上回ること。
	・勤務割表
・勤務割表
・産休等代替職員任用通　知書

	4-4
4-5
4-22
4-7


	
	
	     職　　　　　種     
	       休　職　期　間        
	　　　　　　　　休　職　の　理　由                   
	  代替職員の有無  
	
	
	

	
	
	
	   自　　　　　：　　　：
   至    　　  ：    　：    
	
	   有 　・　 無   
	
	
	

	
	
	
	   自     　　 ： 　   ：
   至   　 　  ：  　  ：    
	
	   有　 ・ 　無   
	
	
	

	
	
	
	   自  　  　  ：   　 ：
   至     　　 ：  　  ：    
	
	   有　 ・　 無   
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	　［私立保育所のみ記入（№53～87）］
53  職員の定着促進、離職防止に努めているか。
  (1)退職等の状況
	い　る

	いない

	
	                                                       
	・退職届、退職願   
・職員採用伺           
・職員（労働者）名簿
・職員採用伺
・職員（労働者）名簿

	5-7
4-22


	
	
	
	直接処遇職員
	その他の職員

	計

	　　                  
                      
	
	

	
	
	
	正職員
	準職員・ﾊﾟｰﾄ等
	派遣職員
	小計
	
	
	
	
	

	
	
	  職員数（前年度末現在）
	
	
	③
	
	
	①
	
	
	

	
	
	  退職者数（前年度）
	
	
	
	
	
	②
	
	
	

	
	
	     〃   （本年度）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　(2)退職者数が職員数の２割を超えている場合((①－③) × 0.2 ＜ ② ）
　　の要因分析と改善方法
                                                                    
54  施設の主要部門が親族等特別な関係にある者で占められていないか。
　  そのために施設運営において問題は発生していないか。
　　 　施設長、理事長（理事）等との親族の状況（人数及び職名）


	いない
いない

	い　る
い　る

	
	②のうち自己都合退職者　　名


	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	

	55　職員の採用（雇用）は就業規則等に基づき行われているか。
  ・職員の採用時に労基則第5条に定める職務内容、勤務等の勤務条件を明　　　示しているか。
 　　労働条件を明示している書類（複数可）                              ①正職員（　・就業規則　　・その他（具体的に　　　　　　　　 　）     ②準職員（　・就業規則　　・賃金支弁職員雇用規程　　　　　　　　
 　　　　　 　・その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　 　）
 ③パート職員等（・就業規則　・賃金支弁職員雇用規程　・雇入通知書 
            　・その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　 　）
56　パート職員等に対しては、上記55の摘要欄の労働条件に加え、次の事項
  についても文書の交付等により明示しているか。
  ①昇給の有無
  ②退職手当の有無
  ③賞与の有無
  ④雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口
57　パート職員等から正職員への転換を希望する場合は、職員に対して必要な措置を講じているか。
      具体的な内容

58　非常勤職員・臨時職員の採用に当たり、雇用契約書（雇用通知書）を交　付しているか。

	い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない

	いない
いない

	・労基法第15条
・労基則第5条
    (ｱ)労働契約の期間に関する事項
  　(ｲ)就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
　  (ｳ)始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、　　　 休日、休暇等
  　(ｴ)賃金の決定、計算、支払方法、賃金の締切及び支払いの時期に関す　　　 る事項
  　(ｵ)退職に関する事項
　　※(ｱ)～(ｵ)の他に「定めをする場合」には記載すべき事項あり
・短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第6条（H20.4.1施行）
・短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第13条（H20.4.1施行）

●以下のいずれかの措置を講じなければならない。
(1) 正職員募集の際、パート職員にもその募集内容を周知する。
(2) 正職員の配置を行う場合、パート職員にも配置希望を申し出る機会を与える。
(3) パート職員から正職員への試験制度を設ける等の転換制度を導入する。
●非常勤職員の雇用にあたっては、就業規則等の交付により雇用期間、賃金、勤務時間、職務内容等を明確にすること。
  なお、勤務の内容が就業規則に明確に規定されていない場合には、労働条件に関する事項を文書（雇用通知書等）で明らかにする必要がある。

	・職員採用伺
・履歴書
・資格証等
・職員(労働者)名簿
・発令記録簿
・発令記録簿等

	5-3
5-3
5-11
5-12



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	第２職員処遇の状況
（各規則・規定等　の状況）

	59　労働者名簿は整備されているか。
60　就業規則が作成され、所轄労働基準監督署へ届出されているか。
　　また、変更した場合は変更届が提出されているか。
61  就業規則（給与・旅費規程を含む）・労使協定は、職員に周知できてい
    るか。
 （１）周知の時期
  〔  新規採用時  ・  規則改正時  ・  その他（　　　　　　　　　）〕
 （２）周知の方法
  〔  事業所に掲示  ・  書面で交付  ・  その他（　　　　　　　　）〕
62  職員の勤務時間は、週所定労働時間40時間以内、１日８時間以内となっ
  ているか。                                                       
　　また、始業・終業時刻及び休憩時間は明確となっているか  　                                                               

	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない

	いない
いない
いない
いない
いない

	・労基法第107条
・労基法第89条
　就業規則に記載すべき事項（必要記載事項）
　(1)始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を２組以上　　　に分けて就業させる場合においては就業時転換に関する事項
  (2)賃金の決定、計算及び支払方法、賃金の締切り及び支払いの時期並び　　　に昇給に関する事項
　(3)退職に関する事項（解雇の事由を含む）
  ※(1)から(3)の他に「定めをする場合」には記載すべき事項あり
●職員10名未満の施設については、就業規則の作成義務はないが、社会福　祉施設の近代的労使関係に必要とされる労働条件の明示の観点、委託費の支出根拠の明確化の観点から作成することが望ましい。　
・労基法第106条
・労基法第32条　　　・労基則第25条の2            
 ※10人未満の場合　１週44時間以内（特例措置）    

	・労働者名簿
・就業規則

	5-3
5-1
5-3
5-3
5-9
5-3



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	63  職員（準職員・パート職員等を含む）の年次有給休暇の付与日数は、労
  基法に定める日数を下回っていないか。                             
 　また、年次有給休暇付与日数が10日以上の職員の休暇取得状況を管理するため、休暇取得計画を作成しているか。
64　休暇届（簿）を整備しているか。
   また、年次有給休暇は職員の請求どおり与えているか。                  　請求どおり与えていない場合、その理由                          
	いない
い る
い　る
い　る

	いない
いない

	い　る

	・労基法第39条                      
・労基則第24条の3
※最低付与日数（全労働日の８割以上出勤のこと）
	
	5-3
5-3


	
	
	
	
	１常勤職員
	
	

	
	
	
	
	
	           勤　続　年　数            
	6月
	1年6月
	2年6月
	3年6月
	4年6月
	5年6月
	6年6月以上
	        

	
	
	
	
	
	           付　与　日　数            
	10日
	 １１日 
	 １２日 
	 １４日 
	 １６日 
	 １８日 
	 ２０日    
	

	
	
	
	
	  ２非常勤職員（パート等含む）                                                                       

	
	
	
	
	
	所定労働時間
	週所定労働日数
	年間所定労働日数
	6月
	1年6月
	2年6月
	3年6月
	4年6月
	5年6月
	6年6月以上
	　                  

	
	
	
	
	
	             30時間以上             
	10日

	 １１日 

	 １２日 

	 １４日 

	 １６日 

	 １８日 

	 ２０日    

	

	
	
	
	
	
	30時間未満

	 ５日以上  
	  217日以上
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	   ４日    
	 169～216日
	７日
	  ８日  
	  ９日  
	 １０日 
	 １２日 
	 １３日 
	 １５日  
	

	
	
	
	
	
	
	   ３日    
	 121～168日
	５日
	      ６日       
	  ８日  
	  ９日  
	 １０日 
	 １１日  
	

	
	
	
	
	
	
	   ２日    
	  73～120日
	３日
	      ４日       
	  ５日  
	      ６日       
	  ７日     
	

	
	
	
	
	
	
	   １日    
	   48～72日
	１日
	           ２日           
	           ３日            
	

	
	
	
	
	いない

	・育介休法
・育介休法

	・休暇簿
  ・就業規則
   ・育児休業規程
   ・介護休業規程
   ・職員からの請求書類
   ・決定書
・就業規則

	5-1
5-3
5-3
5-1


	
	
	
	
	
	
	

	
	65　育児休業制度を定めているか。
66　介護休業制度を定めているか。
67  勤務実態は就業規則に定めたとおりとなっているか。    
    規則と実態が相異している場合、その具体的内容と理由  
	い　る
い　る
い　る

	
	いない
いない
いない

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	68　出勤簿又はタイムカードを整備しているか。
69　時間外及び休日の労働は、職員代表と書面による協定（36条協定）を締　結し、労働基準監督署に届出しているか。
 （１）届　出　書〔　  有　   ・　   無  　〕
 （２）直近の届出〔　 　　 年　 　月　　 日〕
 （３）有効期間 〔        年     月     日～       年     月     日〕
70　賃金の一部を控除（法定控除を除く）している場合、職員代表と書面に
 　よる協定を締結しているか。
     締結年月日　〔       　　 年  　   月  　   日〕
71　職員給与を銀行口座等への振込としている場合、職員個人から同意書（申
　 込書）を提出させているか。
72  要件を満たしている職員は、社会保険（健康保険、厚生年金保険）及び
  雇用保険に加入しているか。
    加入していない職員がいる場合、その理由
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない
いない
いない
いない

	               　　                                 

	・労基法第36条
・労基則第16条、第17条
・労働者に法定労働時間を超える労働をさせ、または休日労働をさせるには、時間外労働、休日労働に関する協定を締結し、これを労働基準監督署に届け出る必要がある。
　　
・労基法第24条
・賃金から法令で定められている税金、社会保険料等以外の給食費や親睦会費など経費を控除する場合は、「賃金の一部控除に係る協定書」を締結する必要がある。
・労基法第24条
・労基則第7条の2
・賃金については、通貨で直接労働者へ支払わなくてはならないが、法令
　もしくは労働協約に別段の定めがある場合においては、口座振込みがで　きる。
●賃金を現金で渡している場合は、職員の受領印を徴すること。
●パート職員等が社会保険の適用対象となる要件
　１週間の所定労働時間および１月の所定労働日数が通常の就労者のおおむね４分の３以上であること。 
●パート職員等が雇用保険の被保険者となる要件
  １週間の所定労働時間が20時間以上であり、31日以上引き続き雇用され　ることが見込まれること。
　 （厚生労働省「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」より抜粋）

	・出勤簿（タイムカード）
・時間外労働、休日労働　に係る協定届
・賃金の一部控除に係る　協定書
・給与の銀行等振込に関　する協定書
・加入届               ・賃金（給与）台帳

	5-1
5-9
5-9
5-3
5-3


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	【No73は退職手当共済に加入している法人のみ回答】
73  要件を満たしている職員は、社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づく退職手当共済制度に加入しているか。
    加入していない職員がいる場合、その理由
	い　る

	いない

	いない
いない

	●加入しなければならない職員
  ①雇用期間に定めのない職員（いわゆる正規職員）※採用日から加入
  ②１年以上の期間を定めて雇用されている職員で、所定労働時間が正職　　　員の３分の２以上の者　※採用日から加入
  ③１年未満の雇用期間を定めて雇用され、その期間の更新により引き続　　　き１年を経過した職員で、所定労働時間が正職員の３分の２以上の者
　　※採用から1年を経過した日から加入
・労基法第89条第２号に定める必須記載事項                             
 　①給与の決定、計算及び支払いの方法                              
 　②給与の締切及び支払いの時期                                    
	・加入届               ・賃金（給与）台帳
・給与規程

	5-12
5-1
5-3


	
	
	
	
	
	
	

	
	74  給与規程は適正に整備されているか。
    また、労働基準監督署に届出（変更を含む）されているか。

	い　る
い　る

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	   ③昇給に関する事項                                               
●給与規程は、就業規則の一部であるから、作成、改正、届出についても就業規則と一体のもので　あり、また、職員の給与が職員の処遇上極めて重要であることや委託費等公的資金から支出され　ていることから適正に整備されていることが必須である。                                  ・254通知1の(2)の③（委託費のうち人件費、管理費、事業費を相互に流用するための要件）       給与に関する規程が整備され、その規程により「適正な給与水準」が維持されている等人件費の　運用が適正に行われていること。              
・委託費の経理取扱通知の３                                         
　　上記の「適正な給与水準」の判断に当たっての留意事項                        
　　①正規の手続きを経て給与規程が整備されていること。                
　　②施設長及び職員の給与が、地域の賃金水準と均衡がとれていること。  
　　③初任給、定期昇給について職員間の均衡がとれていること。          
　　④一部職員にのみ他の職員と均衡を失する手当が支給されていないこと。 
　　⑤各種手当は給与規程に定められたものでありかつ手当額、支給率が適当であること。
●（参考）令和４年度保育所職員の本俸基準額及び特殊業務手当基準額
	
	

	
	
	
	
	
	
	職種
	格　付
	本俸基準額
	特殊業務手当基本額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 所　　　長
	（福）2-33
	  257,900円
	－
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 主任保育士
	（福）2-17
	  240,108円
	9,300円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 保育士
	（福）1-29
	  205,530円
	7,800円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 調理員等
	(行二）1-37
	  176,200円
	－
	
	
	

	
	
	
	
	
	     ※この表は、保育所委託費負担金の予算積算上の給与格付けを例示したものである。

	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	75　給与規程には給料表、初任給格付基準、経験年数換算表、定期昇給、各　種手当の支給に関することを定めているか。
   ①  給    料    表 　〔　　有　　・　　無　　〕                
   　　　　　　　　 　※有の場合 〔  公務員給与に準拠　・　その他　〕
   ②  初任給格付基準   〔　　有　　・　　無　　〕                 
   ③  経験年数換算表   〔　　有　　・　　無　　〕                
76  給与規程に基づき定期昇給及び昇格を行っているか。               
    規程に基づかない場合、決定経過は決定書等により明確になっているか。
（１）定期昇給　　ア　毎年実施　　                                 
 　　　　　　　　 イ  その他（　　　　　　　　　　　         　　　）
（２）定期昇給・昇格していない者がいる場合、その具体的内容         
	い　る
い　る
い　る

	いない

	いない
いない

	
	 ・給与規程             ・賃金（給与）台帳
・給与規程
・賃金（給与）台帳
・辞令簿
・昇給・昇格に係る決定
　書
・賃金（給与）台帳
・勤務割表

	5-1
5-1
5-8
5-8


	
	
	                                                                                        
	
	
	

	
	（３）定期昇給・昇格以外に昇給、昇格をしている者がいる場合、その具体的内容
	
	
	
	
	

	
	
	                                                                                        
	
	
	

	
	　
77　管理職手当と特殊業務手当又は時間外勤務手当との重複支給はないか。
78　特殊業務手当の支給対象者は直接処遇職員となっているか。
　

	な　い
い　る

	あ　る
いない

	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	79  各種手当は給与規程に基づき支払っているか。
    また、次の具体的項目に示す事項を充しているか。
 （具体的項目）
 （1）扶養手当、通勤手当、住居手当は、挙証書類を徴した上で、認定を　　   行い支給しているか。
	い　る
い　る

	
	いない
いない

	
	・給与規程
・各種手当認定決定書
・扶養親族届及び認定決

定書
・通勤届及び認定決定書
・住居届及び認定決定書
・時間外勤務等命令簿
・時間外勤務等整理簿
・タイムカード
・給与規程
・賃金（給与）台帳

	5-8
5-8
5-8


	
	
	
	挙証書類の具体的内容
	記載例
	 
	
	

	
	
	 扶養手当

	
	  扶養親族届
  健康保険証の添付資料
	
	
	

	
	
	 通勤手当

	
	  通勤届

	
	
	

	
	
	 住居手当

	
	  住居届
  賃貸借契約書写
	
	
	

	
	(2）割増賃金（時間外勤務、休日勤務、深夜勤務）は勤務命令簿等に基づ　　　き、支給しているか。
（3）期末勤勉手当
        期末勤勉手当は、給与規程等に定められた支給率により支給されて　　　　いるか。
      　規程に基づき支給していない場合は、その理由
　
　
　
　
　
　    また、人事考課等により職員間の支給率に差が生じている場合は、　　　　　稟議書等により決裁をとるなど、支給率の根拠は明確となっているか。
　

	い　る
い　る
い　る

	
	いない
いない
いない

	・労基法第37条
・労働基準法第37条第1項の時間外及び休日の割増賃金にかかる率の最低
　限度を定める政令（H6.1.4政令5）

	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	80  給与規程に定めているのに支給していない手当はないか。
  　支給していない手当がある場合、その具体的内容と理由
	な　い

	
	あ　る

	
	・給与規程
・賃金（給与）台帳
・給与規程
・賃金（給与）台帳
・賃金（給与）台帳
・勤務割表
・総勘定元帳
・就業規則
・雇用契約書
・賃金（給与）台帳

	5-8
5-8
5-12
5-1


	
	
	
	
	
	

	
	81  給与規程に基づかない手当を支給していないか。
     支給している場合、その具体的内容
	いない

	
	い　る

	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	82　給与関係書類と職員の勤務実態は整合しているか。
　・給与（賃金）台帳と勤務割表との整合
　・所得税、社会保険料の控除額と納付額の整合　など
83　準職員・パート職員等に対する賃金の支払いは、就業規則（賃金支弁職　員雇用規程）又は雇用契約書（雇入通知書）に基づき行われているか。
    規程等に定めているのに支給していない場合、その具体的内容と理由
	い　る
い　る

	
	いない
いない

	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	    規程等に定めていないのに支給している場合、その具体的内容と理由
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	84  給与の支給等にあたり人事考課を行っている場合                   
（１）人事考課の実施について、就業規則又は給与規程に明示しているか。
（２）人事考課の方法・基準等を規定し、職員に周知しているか。       
（３）（２）の規定に基づき行われているか。                          
（４）決定経過は決定書等により明確になっているか。                 
 実施の状況                                                        
 ①人事考課を行っているもの　                                      
   ア 昇給 　イ 昇格　ウ 賞与　エ その他（　　　　　　　　　 　　　）
 ②方法・基準等の明示方法　　                                      
 　ア 就業規則・給与規程に明記　　　                               
 　イ 別途規程（人事考課規程等）を整備し明記                       
 　ウ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　）
85　旅費規程が整備され、旅費の支給要件及び支給額が明確に規定されてい　るか。
　　また、出張命令簿等が整備され、決裁行為が行われているか。
86　旅費規程と実態に差異はないか。
  　また、職員間での不均衡はないか。
    出張の内容は業務に関連するものであるか。
87　職員の慶弔費を施設会計から支出している場合、慶弔見舞金規程に基づ　いているか。

	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
な　い
な　い
あ　る
い　る

	いない
あ　る
あ　る
な　い
いない

	いない
いない
いない
いない
いない

	・労基法第89条第10号
・労基法第106条第1項
●退職餞別金は退職手当等と重複するものであり認められない。

	・就業規則
・給与規程
・人事考課規程等
・決定書等
・給与台帳
・旅費規程
・出張命令簿
・慶弔見舞金規程

	5-1
5-8
5-8
5-1



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	(健康管理の状況)

	［以下、公立・私立保育所共通事項（№88～134）］
88  常時使用する職員（準職員、パート職員等を含む）の採用時に健康診断を実施しているか。（採用時に受診後3か月以内の健康診断書を提出した者を除く）
89  常時使用する職員（準職員、パート職員等を含む）の健康診断は、毎年定期的に実施しているか。
    また、未受診者はいないか。
 　　（１）実施年月日    〔　　　　　　年　　　　月　　　　日〕
 　　（２）未受診者　　　　　　　　　　　　〔　　　　　　　名〕
　　 （３）未受診者のその後の受診状況
        ア　職員自らが医療機関で受診　　　 〔　　　　　　　名〕
        イ　別日程で受診　　　　　　　　　 〔　　　　　　　名〕
        ウ　その他（　　　　　　　　　）   〔　　　　　　　名〕
	い　る
い　る
いない

	いない
い　る

	いない

	・労衛則第43条
・国通知H20.2.15基発0215004「短時間労働者に係る労働条件の確保・改善について」2-(8)-ア

※ 次の２つの要件を満たすパート職員等は健康診断の実施対象者

  ① 期間の定めのない労働契約により使用される者（期間の定めのある労働契約により使用される者のうち、契約更新により１年以上使用されることが予定されている者、１年以上引き続き使用されている者を含む。）
  ② １週間の労働時間数（所定労働時間）が、同種の業務に従事する正職員の４分の３以上であること（正職員の概ね２分の１以上であれば、実施することが望ましい。）
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （上記H20.2.15通知2-(8)）
・労衛法第66条
・労衛則第44条
・国通知H20.2.15基発0215004「短時間労働者に係る労働条件の確保・改善について」2-(8)-ア


	・職員健康診断書
・健康診断書
・健康診断個人票

	5-4
5-4



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	90  常時使用する職員（準職員、パート職員等を含む）の健康診断は、労働安全衛生規則第44条に基づき、関係検査項目を全て実施しているか。
 　　未実施検査項目

91　健康診断の費用は原則として法人が負担しているか。
92  健康診断の結果は、健康診断個人票に記録しているか。
    また、健康診断個人票は、５年間以上保存しているか。
93  労働安全衛生法に基づく安全衛生管理体制は整備しているか。
     安全衛生管理体制の状況
 （１）衛生管理者　・選　任　                〔　　有　 ・ 　無　 〕
                   ・労働基準監督署への報告　〔　　有　 ・　 無　 〕
 （２）産業医      ・選　任                　〔　　有　 ・ 　無 　〕
                   ・労働基準監督署への報告　〔　　有 　・　 無　 〕
 （３）衛生委員会  ・設　置                　〔　　有　 ・　 無 　〕
 （４）衛生推進者  ・選　任 　　　　　　　　〔　　有　 ・　 無 　〕
・事務所に掲示 　　　　　〔　　有　 ・　 無 　〕
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない
いない
いない
いない

	
	 ・検査項目
 　①既往歴、業務歴の調査　②自覚症状、他覚症状有無の検査
 　③身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査　④胸部Ｘ線検査及び喀痰検査
　 ⑤血圧の測定　⑥貧血の検査　⑦肝機能検査　⑧血中脂質検査
   ⑨血糖検査　⑩ 尿検査　⑪心電図検査
   ※聴力検査については、45歳未満の者（35歳及び40歳の者を除く）につい
　　 ては、医師が適当と認める他の検査方法でも可。

・上記検査項目のうち、厚生労働大臣が定める基準に基づき、医師が必要で

　ないと認めるときは、省略することができる。
	・健康診断書
・健康診断個人票

	5-4


	
	
	
	
	
	
	検　　査　　項　　目
	省略することのできる者
	

	
	
	
	
	
	
	 身長検査
	20歳以上の者                              
	

	
	
	
	
	
	
	 腹囲の検査
 
	・40歳未満の者（35歳を除く）・妊娠中の女性その他のものであって、腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診断された者　・BMIが20未満である者　・BMIが22未満で、自らの腹囲測定値を申告した者
	

	
	
	
	
	
	
	 胸部Ｘ線検査及び喀痰検査

　　※　（喀痰検査については、胸部Ｘ線検査によって病変の

発見さ　　　　　発見されないもの及び胸部Ｘ線検査によって結核発病

　のおそれがないと診断された者に加えて、右記のもの
を追加）
	・40歳未満の者(20歳、25歳、30歳及び35歳の者を除く)  で、

(ｱ)又は(ｲ)のいずれにも該当しない者
　(ｱ)感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令
(H10政令第420号)第12条第1項第1号に掲げる者

　(ｲ)じん肺法(S35法律第30号)第8条第1項第1号又は第3号に掲げる者
	

	
	
	
	
	
	
	 貧血の検査、肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、心電図検査 
	40歳未満の者（35歳を除く）                
	

	
	
	
	
	
	・労衛則第51条
・労衛法第12条、第12条の2、第13条、第18条
・労衛法施行令第4条、第5条、第9条
・労衛則第7条、第12条の3、第13条
〈常時50人以上200人以下の職員を雇用している場合〉
    ・衛生管理者（有資格者）、産業医を選任し労働基準監督署へ
 　　 選任報告が必要
 　 ・衛生委員会の設置
〈常時10人以上49人以下の職員を雇用している場合〉
 　 ・衛生推進者の選任が必要（事業所に掲示）
　 　　資格要件　大卒者で衛生の実務経験１年以上　外
　　　 労働者の衛生に係る業務を担当

	・総勘定元帳
・健康診断個人票
・衛生管理者設置届
・選任辞令

	5-4
5-4
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	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	(職員研修の状況)


	94　給食業務従事者全員及び調乳担当保育士等について、検便を毎月実施　　し、その記録（前年度及び本年度直近月まで）を整備しているか。
特に、食事を調理する者につき調理の従事に関しては感染症等の蔓延を未然に防ぐための体制が整えられているか。
95 年間研修計画を策定しているか。                                                                                                                         
                                                                    　　　　　　    96　職場外研修へは積極的に参加しているか。
     また、参加者に偏りがなく、研修の機会は公平に付与されているか。
97　職場内において、活発に研修活動を行っているか。
　　（以下の表に主なものを記入すること。）
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない
いない
いない

	いない
いない

	・国通知S39.8.1児669「児童福祉施設等における衛生管理の強化について
・国通知H9.3.31社援施65「社会福祉施設における衛生管理について」
●児童福祉施設の給食で最も留意しなければならないことは、衛生上の安
　全対策であり、なかでも赤痢をはじめとした消化器系伝染病の予防が極
　めて重要とされる。このため給食業務に従事する職員については毎月定
　期的に検便を実施することが大切である。
●給食業務従事者及び調乳担当保育士の採用時には検便を実施することが　望ましい。
●施設職員の資質の維持、向上を図るためには系統的、効果的研修計画が
　立てられている必要がある。特に個人の職務能力に応じた、具体的内容
  を持った実施計画が立てられていることが望まれる。
・設備運営基準第7条の2第1項

・保育所保育指針
・設備運営基準第7条の2第2項

	・検便検査記録
・職員健康診断記録
・調理従事者等の衛生管理点検表
・年間研修計画      
・復命書（報告書）   
・事業報告書
     （研修実績）
・年間研修計画
・職場内研修記録
・研修レポート     
・職員会議録　等    

	1-9
5-6
5-6
5-6
5-6


	
	研修名
	参加延人員
	記録の有無
	   講　　　　　師
	主要テーマ
	
	

	
	
	
	
	 職 場 内
	 職 場 外
	
	
	

	
	
	           人
	  有　・　無
	       人
	       人
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	98  研修終了後の報告をさせ、不参加の職員にも研修内容を周知してい    るか。                                                             
 ・周知の方法　ア　レポート提出                                 
  　　　　　　 イ　会議等で報告 
 　 　　　     ウ　その他  
                      
	い　る

	いない

	
	                                                              　　
                                                                　                                                         

	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	第３保育の状況
（入所児童の状況）

	99　定員を超過して児童を入所させている場合、その対応は適切か。
  (1) 職員配置・施設面積等は設備運営基準を充足しているか。
　(2) 私的契約児を入所させていないか。
100　定員の範囲内で私的契約児を利用させている場合は、保育単価相当分　　を利用者負担額としているか。 
101　入所承諾書の写し等は整理されているか。

102  入所申込書の提出の代行業務は適切か。
  (1)　入所申込書の記載事項を確認し、記入漏れ等を防ぐなど、保護者の負　　   担軽減に努めているか。
　(2)　預かった入所申込書は速やかに市町に提出しているか。

	い　る
いない
い　る
い　る
い　る
い　る

	いない
いない
いない

	いない
い　る
いない

	・設備運営基準第32条、第33条
・国通知H10.2.13児発73「保育所への入所の円滑化について」

・国通知H10.2.13児保3 「保育所への入所の円滑化について」

・定員の弾力化
  　原則として、市町村において待機の状況がある場合に、設設備運営基準で定める基準を下回らない範囲内において、定員を超えて入所させることができる。
  　ただし、定員を超えている状況が恒常的に亘る場合（連続する過去の５年度間常に定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率が120％
以上）は定員の見直しに積極的に取り組むこと。
・設備運営基準第14条
・国通知H9.9.25児発596「児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令等の施行について」　Ⅱ－１－(4)
・国通知H9.9.25児発596「児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令等の施行について」　Ⅱ－２

	・入所承諾書の写し等

	4-4
2-3
1-35
4-18
1-46
1-46



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（保育の状況）

	104　組編成は適切に行われているか。
	い　る
	いない
	
	 
	
	1-29


	
	
	組・クラスの名称

	満年齢
※
	児 童 数

	担　当　保　育　士　氏　名
	組編成の基本的な考え方
	
	

	
	
	
	
	
	常　　　勤
	
	非  常  勤
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	右の
	保育士以外
	短時間勤務保育士
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	                                   
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	　　　　人
	
	
	
	
	
	

	
	※　満年齢の異なる児童が一つの組・クラスの中で保育されている場合は、

満年齢ごとの児童数がわかるよう記入すること。
	
	
	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	

	105　全体的な計画は作成されているか。
    また、定期的に見直しが行われているか。
106  全体的な計画は関係者に周知されており、保育課程に基づいた保育が適切に実行されているか。
107  保育日誌、出席簿等が整備されているか。
108　指導計画は作成されているか。
     また、適切な時期に見直しが行われているか。
109　指導計画は関係者に周知されており、計画に基づいた保育が適切に実施されているか。
110　指導計画は、少なくとも年齢別又はクラス別に作成しているか。
　  （３歳未満児については個人別の指導計画を作成する）
111　日々の保育に関する記録がなされ、定期的に評価・反省がなされているか　また、評価・反省に基づき改善がなされているか。
112　障害児保育は適切に実施されているか。
　(1)障害児の特性に応じた設備や遊具等の受け入れ体制が整備されている
　　か。
　(2)統合保育がなされ、障害児の状況に応じた適切な配慮がなされている
　　か。
　(3)担当職員の加配あるいは障害児保育の知識を有する職員を配置してい
　　るか。

113  小学校との連携が図られているか。
(1) 市町が作成した「子どもの育ちを支えるための資料（以下「保育所児童保育要録」という。）」を作成・記録しているか。
(2) 施設長の責任の下、担当保育士が記入しているか。　   
  (3)児童の就学に際し、保育所児童保育要録を小学校に送付しているか。
	い　る
い　る
い　る

い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る

い　る
	いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない
いない

	いない

いない
いない
いない
いない
	・設備運営基準第35条
・保育所保育指針第1章3(1)
・保育所保育指針第1章3(2)(3)
・保育所保育指針
・国通知H30.3.30子保発0330第２号「保育所保育指針の適用に際しての留意事項について」
	・全体的な計画
・保育日誌
・出席簿
・指導計画
・保育日誌
・指導計画
・保育所児童保育要録

	1-30
1-30
1-29
1-30
1-30
1-30
1-29
2-2
1-31

1-31
1-32


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	114  児童票は作成されているか。
　　 また、所定欄、保育記録が適正に記載されているか。
115 １日の保育時間は適正なものになっているか。
　(1)標準時間の子どもについては、11時間保育をしているか
  (2)短時間の子どもについては、８時間保育をしているか。
116　開所時間は、保護者の労働時間を十分考慮し、土曜日の保育を実施しているか。

また、延長保育など利用者のニーズに十分対応しているか。
117　日曜日、国民の祝日及び年末年始の休日以外に休園日を設けていない
　 か。
　(1)お盆期間・年度末・年度始を一斉休園していないか。
　(2)日曜日に運動会などの行事を開催した場合に、平日を振替休日として
　　いないか。

118  保護者会を設けるなど保護者との連携は適切に行われているか。

	い　る
い　る
い　る
い　る

い　る
い　る

いない
な　い
い　る

	いない

	いない
いない
いない

いない

いない
いない

い　る
い　る

	・設備運営基準第14条
●児童票：個々の児童の状態を把握するものとして児童の保育経過記録と、　　　　　児童の保育上必要な最低限の家庭の状況等を記録すべきである。
●児童出席簿：入退所の状況又は各種報告の基礎になるものなので、全員　　　　　　　について毎日正確に記録しておく必要がある。
●保育日誌：保育の状況（保育計画、指導計画に基づく保育手段の状況）　　　　　　の記録であり、保育の進め方を正しく把握し、保育士の反省　　　　　　  の資料として次の保育の手がかりとする重要な記録簿である。
・子ども・子育て支援法第27条第1項、子ども・子育て支援法施行規則第４条
  市町村は、支給認定子どもが、有効期間において、施設型給付費の支給に係る施設として確認する特定教育・保育施設から必要保育量の範囲内の教育・保育を受けたときは、当該教育・保育に要した費用について保護者に対し施設型給費を支給する。
●保育所の開所時間は11時間を確保する必要があり、11時間の開所時　間を超える保育が延長保育となる。
・法第39条
●　保育所は、日々保護者の委託を受けて、保育を必要とする児童を保育することを目的とする施設であり、災害発生などの正当な理由なく休所（休園）することはできない。
　　また、家庭保育を依頼することも適切ではない。
●　保育所は常に児童の保護者と密接な連携をとり、保育の内容等につき　保護者の理解及び協力を得るように努めなければならない。
    入所時には、保育方針、保育時間、休所等の園の運営内容を入園のしおり等の文書により保護者に周知徹底し、理解を得る必要がある。
    また、子どもの生活や健康状態、事故の発生などについて、家庭との密接な連絡体制を整えておく必要がある。

	・児童票
・児童出席簿
・保育日誌
・保育所運営規程
・園だより等
・連絡帳

	1-29
1-27
1-27
1-27
1-33



	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（健康管理の状況）

	
119  保護者から、下記の費用を徴収する場合は、その理由について書面にて明らかにするとともに保護者に説明を行い、同意を得ているか。

また、保護者負担金徴収簿を作成の上、徴収の目的、個人別金額、徴収年月日等を記入し、適正な経理処理を行なっているか。
	い　る
い　る


	いない


	いない

	●　保護者は利用者負担額以外の費用を負担する義務を負わないことが原則であり、施設側の要請によるもの及び物品持参による負担については、寄附金の体裁をとっていても認められない。
	・保護者負担金徴収簿

	4-18
4-18
4-14
1-14


	
	
	徴収区分
	徴収の有無
	徴収金額
	有の場合の内容・徴収理由
	・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準　第13条

※２号認定こどもの主食の提供に係る費用

※施設に通う際に提供される便宜に要する費用

※施設から提供される便宜のうち、通常必要とされ、保護者に負担させることが適当なもの
	
	

	
	
	延長保育料
	　有・無
	　　　　　  円／月・日
	                                   　　　　　  
	
	
	

	
	
	一時預かり料
	　有・無
	　　　　　　円／月・日
	                                   　　　　　　
	
	
	

	
	
	日用品、文房具類
	　有・無
	　　　　　　円／
	                                   　　　　　　
	
	
	

	
	
	行事参加費
	　有・無
	 　　　　　 円／
	                                    　　　　　
	
	
	

	
	
	給食費
	  有・無 
	            円／
	
	
	
	

	
	
	園バス等
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
120　付加的なサービスを提供している場合、利用料を徴収しているか。
　 (1) 料金を徴収している場合に記載
	い　る

	いない


	
	・国通知H18.9.15 18初幼教第6/雇児保発0915001｢就学前の子どもに関する　教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律等の施行に際しての留　意事項について（通知）」（第3の2）
　
・保育所保育指針解説（H30.2 厚生労働省）

●与薬に関する留意点
　　保育所において子どもに薬（座薬等を含む）を与える場合は、医師の診断及び指示による薬に限定する。その際は、保護者に医師名、薬の種類、服用方法等を具体的に記載した与薬依頼票を持参させることが必須である。
	
	

	
	
	 付加的なサービスの内容
	 徴収金額（ 円／月・日・回）
	  　　　　　徴収金の使途
	
	
	

	
	
	                       
	          　 円／
	
	
	
	

	
	
	                       
	          　 円／
	
	
	
	

	
	
	  
	          　 円／ 
	
	
	
	

	
	　(2) 費用を徴収している場合、徴収している利用料は実費としているか。
　(3) 付加的なサービスは、利用者がその利用を選択できるもの（以下「選　　  択的サービス」という。）として提供しているか。非選択的サービスとし　　て提供しているか。
　　　選択的サービスを提供する場合、利用者がその利用を選択できる旨や　　　利用額の説明をあらかじめ行うなどにより、利用者の了解を得ているか。
  　
121  施設の機能を可能な限り地域に開放しているか。
　　 また、地域社会との連携を図っているか。
122　主治医から児童に処方された薬を保護者から預かり、児童に投薬する　 際の対応は適切であるか。
	い　る
い　る
い　る
い　る
あ　る
	いない
いない
な　い
	いない
いない 

	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	123　健康診断は適切に実施されているか。
　(1) 定期健康診断は、入所時及び年２回実施されているか。
 　　前年度

　　・（入所時）実施年月日 〔         年　　　　月　　 　 日 〕

     ・実施年月日 〔　　　　年　　　　月　　　　日　未受診者　　名〕
     ・実施年月日 〔　　　　年　　　　月　　　　日　未受診者　　名〕
     本年度

　　・（入所時）実施年月日 〔         年　　　　月　　 　 日 〕

     ・実施年月日 〔　　　　年　　　　月　　　　日　未受診者　　名〕
     ・実施年月日 〔　　　　年　　　　月　　　　日　未受診者　　名〕
　(2) 必要な検査項目が実施されているか。
        必要な検査項目を実施していない場合、その理由
	い　る
い　る

	いない

	いない

	・設備運営基準第12条
児童福祉施設の長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくとも
１年に２回の定期の健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に規定する健康診断に準じて行なわなければならない。
・学校保健安全法第13条第1項の健康診断における検査項目
  ①身長及び体重
  ②栄養状態
  ③脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無並びに四肢の状態
  ④視力及び聴力
  ⑤眼の疾病及び異常の有無
  ⑥耳鼻咽喉頭疾患及び皮膚疾患の有無
  ⑦歯及び口腔の疾病及び異常の有無
  ⑧心臓の疾病及び異常の有無
  ⑨尿
  ⑩その他の疾病及び異常の有無
●　健康状態の把握
　　毎日当園時に、顔ぼう・体温・皮膚の異常の有無及び清潔状態について観察し必要に応じ適切な措置を取らなければならない。
  　また、降園時に、清潔・外傷・服装等の異常について、個々の児童を点検し、異常があった場合はその処置を行ない保護者に引き渡すことが必要である。
●　入所前の発育と健康状態・既往歴・生活習慣等を知ることは入所後の健康管理に役立てるため必要である。
	・児童健康診断記録票

	1-13
1-13
1-13
1-13


	
	
	
	
	
	

	
	　
　(3) 未受診者に対する対応がなされているか。
        未受診者への対応の状況
	い　る

	いない

	      
	
	
	

	
	
	                                                                                     
	
	
	

	
	　(4) 診断結果の記録が保存されているか。
      
	い　る

	いない

	
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	124　腸管出血性大腸菌（０157等）感染症、インフルエンザ様疾患、ノロウイルス、Ａ型肝炎、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（ＭＲＳＡ）感染症、結核疥癬等の感染症に対する予防対策は適切に行われているか。
 　　予防対策の内容
	い　る

	
	いない

	・設備運営基準第10条
・国通知H8.8.7社援施122「腸管出血性大腸菌感染症の指定伝染病への指定　等に伴う社会福祉施設における対応について」
・国通知H9.1.30児企2「児童福祉施設におけるインフルエンザ様疾患の感染予防等について」
・国通知H17.2.22健0222002･薬食0222001･雇児0222001･社援0222002･老0222001「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」
●  児童福祉施設は、集団生活の場であり、衛生管理上特に配慮を要するものである。
・保育所保育指針
・「保育所における感染症対策ガイドライン」(2018年改訂版)（2023年 5 月一部改訂）
・保育所保育指針
・「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」（平成28年3月）

・法第25条
・児童虐待の防止等に関する法律第5条及び第6条
●虐待が疑われる場合には、子どもの保護とともに、家族の養育態度の改善を図ることに努める。この場合、一人の保育士や保育所単独で対応する
	・職員会議録
・園だより

	1-13
1-13
1-14
1-36
1-45

	
	
	                                                                                 
	
	
	

	
	　　保菌児(者)、感染児(者)及び発症児(者)に対する対応
	
	
	
	
	
	

	
	
	        
	
	
	

	
	    嘱託医及び保健所との連携
	
	
	
	
	
	

	
	
	                                                                                         
	
	
	

	
	125　感染症(新型コロナウイルス感染症含む)により休園した児童の再登園に際しては、医師の意見書又は保護者が記入する登園届を徴しているか。

126　事故などの緊急時に対応できるよう嘱託医・かかりつけ医・保護者等　  への連絡体制を整備しているか。
127　乳幼児突然死症候群（SIDS）等の予防体制はとられているか。
　(1)睡眠中の窒息リスクの除去として、医学的な理由で医師からうつぶせ寝を勧められている場合以外は、仰向けに寝かせているか。
(2)子どもを一人にせず、安全な睡眠環境を整えているか。
(3)睡眠中の子どもの顔色、呼吸の状態をきめ細かく観察し、記録に残しているか。

128　児童虐待防止への対応は適切か。
　(1)虐待の疑いのある子どもの早期発見と子どもやその家族に対する適切　　 　な対応について職員への啓発がなされているか。
  (2)虐待の疑いのある子どもを発見したときは、速やかに通告しているか。
	い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
	いない

	いない
いない
いない
いない
いない
いない
	
	
	


	確　認　項　目

	確　　　　　認　　　　　事　　　　　項

	左　の　結　果
	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	関  係  書  類

	報告
区分

	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	（給食の状況）

	  (3)関係機関との連携が図られているか。
      連携先及び連携の内容
	い　る

	
	いない

	　ことは困難なこともあるので、嘱託医、地域の児童相談所、福祉事務所、 児童委員、保健所や市町村の保健センターなどの機関との連携を図ることが必要である。
・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第５条

【参考】
・「人権擁護のためのセルフチェックリスト」全国保育士会
・令和２年度子ども・子育て支援推進調査研究事業 「不適切保育に関する対

応について」 事業報告書（別添）不適切な保育の未然防止及び 発生時の

対応についての手引き

・保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライ
ン(令和5年5月こども家庭庁)
・設備運営基準第11条

　　児童福祉施設（助産施設を除く。以下この項において同じ。）において、入所している者に食事を提供するときは、当該児童福祉施設内で調理する方法（第八条の規定により、当該児童福祉施設の調理室を兼ねている他の社会福祉施設の調理室において調理する方法を含む。）により行わなければならない。
２　児童福祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変化に富み、入所している者の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。
３　食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所している者の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。
４　調理は、あらかじめ作成された献立に従つて行わなければならない。ただし、少数の児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限りでない。
５　児童福祉施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければならない。

	・給食関係帳簿
・給食日誌

	1-45
1-34
1-3


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	　(4)入所者の人権の擁護、虐待やその心身に有害な影響を与える行為の防止及び発生時の対応等のため、責任者の設置その他の必要な体制を整備しているか。
また、職員に対する研修の実施その他の必要な措置を講じているか。

◯ 給食の提供について

129　給食の実施において管理運営の体制が整えられているか。
  (1) 給食は毎日実施されているか。

	い る
い る
い　る

	いない
いない
いない
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	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	130 入園児に対して適切な食事が提供されているか。

(1) 給食は調乳、離乳食、3歳未満児食、3歳以上児食に分類され、対象児童に適した献立・調理により行なわれているか。
(2)  子どもの性、年齢、発育(肥満及びやせ等)、発達状況、栄養状態、生活状況等を把握しているか。
(3)  把握した状況に基づき、提供することが適切なエネルギー及び栄養素の目標量を設定しているか。また、その目標量は日本人の食事摂取基準(2020)と比較し、適正となっているか。
131  障害や疾患を有する入所児について適切な食事が提供されているか。

　(1)  一般の入所児と著しく身体状況や生活状況等が異なる子供に配慮した食事を提供しているか。
(2)  食物アレルギーに関しては、誤配及び誤食等の発生予防のために「生活管理指導表」を利用して、保護者と施設職員(保育、食事スタッフ等)が情報を共有できる体制を整備しているか。

(3)  食物アレルギーの発生時の緊急時に備えて緊急連絡網や医療機関等との連携方法等の体制を整備しているか。

132  食事の提供に係わる業務が衛生的かつ安全に行われるよう、食中毒や感染症の発生予防等に努めているか。

(1) 　検食は実施されているか。

・児童の食事の前に実施しているか。

・検食簿が整備されているか。

【調理業務を委託している保育所のみ記入】
133 給食業務は適切におこなわれているか。
      ・委託契約書が作成され、その契約内容においては、衛生面及び栄養面

等の業務上必要な事項が記載されているか。

	い　る
い　る
い　る

い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
い　る
	いない

いない

いない
いない


	いない

いない

いない

いない

いない
いない
	・国通知R2.1.21健発01201第７号｢食事による栄養摂取量の基準の一部改正について｣
・国通知R2.3.31子発0331第1号「児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について」
・国通知R2.3.31子母発0331第1号｢児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について｣
・国通知H10.2.18児発86「保育所における調理業務の委託について」

・児童福祉施設における食事の提供ガイドH22.3厚生労働省雇用均等･児童家庭局母子保健課
●｢食事摂取基準｣を活用する場合には、管理栄養士等が集団特性を把握し、食事計画の立案、献立管理、摂取状況・身体状況等の評価を行い、定期的な見直しを行っていること。

●栄養素については、エネルギー、たんぱく質、脂質、ビタミンA、ビタミンB1、ビタミンB2、ビタミンC、カルシウム、鉄、ナトリウム（食塩）、カリウム、食物繊維）の目標設定が望ましい。

・国通知H10.2.18児発第86号「保育所における調理業務の委託について」
	・献立表(予定･実施)

・年齢構成表

・献立作成基準

・給与栄養目標量

・実施給与栄養量

・栄養素熱量等の算出表

・児童の健康記録等

・生活管理指導表等

・食物アレルギー発症時の緊急連絡網

・検食簿

・栄養管理及び衛生管理書類

・調理業務委託契約書
	1-3

1-3

1-3

1-3

1-36
1-36
1-4
1-44
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	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	
	
	

	
	【満3歳以上の幼児に対する食事において調理業務を外部搬入している保育

所のみ記入】

134 調理業務は適切におこなわれているか。

    ・委託契約書が作成され、その契約内容においては、衛生面及び栄養面等の業務上必要な事項が記載されているか。
　　　・安全かつ衛生的な食事を提供するために必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えているか。

　　　

	い　る
い　る

	
	いない

いない


	・設備運営基準第32条の2

	・栄養管理及び衛生管理書類

・調理業務委託契約書
	1-44
1-8
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